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新しいプラットフォームが既存の市場リーダーを補完 

デジタルテクノロジーの利用という点で中国本土が世界の中心地の 1 つに位置づけられていることは、我々の調査でも確認されました。調査を行

った大湾区にある中国本土の 9都市では、96％超の人々が衣料品・ファッション雑貨、食品・飲料、美容・健康商品の購入に E コマースを利

用すると回答しました。一方香港では、E コマースは衣料品・ファッション雑貨のカテゴリーでは強さを見せましたが（消費者の 92％が利用）、他

の 2 カテゴリーで利用する割合はかなり低くなっています。 

中国本土ではこうしたビジネスの大半が、アリババに代表される中国のインターネット大手企業によって、消費者向け（B2C）、消費者間

（C2C）、企業間（B2B）の様々なプラットフォームを経由して行われています。また幅広い人気を誇るメッセージングアプリ「ウィーチャット」を運

営するテンセント、E コマースのスーパーストア京東（JD.com）も有力です。香港では、地場の HKTVmall が最大のプラットフォームです。 

これら有力企業の優位勢が続く一方、我々の調査から、大湾区全域で他の国内・国際的なプラットフォームの人気が高まっていることが分かりま

した。例えば、中国本土に拠点を置く「拚多多（Pinduoduo）」と「1号店」は、中国本土の大湾区市場の多くで、様々なカテゴリーにわたって

二桁の認知度を得ました。日本を拠点とする楽天も、調査対象の複数の市場でトップ 10 にランクインしています。米国のアマゾンも中国本土の

都市で、様々なカテゴリーにわたって良い結果を残しました。 

消費者は様々なプラットフォームで商品を購入していますが、我々が調査した香港の CEOは、商品やサービスをオンラインで販売する上で、自社

のウェブサイトまたはプラットフォームの利用が最も一般的だと話しています。このことは、企業が新たなチャネルにまたがって商品を販売することによ

り、市場シェアを伸ばすチャンスがあることを示しています。 

大湾区の消費者が好むプラットフォーム 

中国本土で E コマース利用はほぼ一般的となっており、調査対象の 9都市では、ほとんどの消費者が数回の買い物でさえもオンラインで行うと回

答しました。調査した 3 カテゴリーでは、衣料品・ファッション雑貨をオンラインで購入しないと回答した人は 0～2％、食料・飲料では 0～3％、美

容・健康商品では 0～4％でした。 

2019年 6月 

 

China Management News  
（KPMG中国マネジメントニュース） 

スマートリテールを活用する（2） 

～大湾区の CEO と消費者の調査～ 
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一方、香港では、美容・健康商品の購入に E コマースのプラットフォームを利用しないと答えた人の割合は約 25％、食料・飲料で同様の回答を

した人は 22％でした。衣料品・ファッション雑貨だけは、中国本土の都市の消費者に近い割合となり、こうした商品をオンラインで購入することはな

いと答えた人はわずか 8％でした。 

中国本土の都市では、中国の 2 つの有力 E コマースプラットフォームが上位を占めています。これら淘宝（タオバオ）と天猫（Tmall）はともに

アリババによって運営され、全カテゴリーで平均 48％の利用率を記録しました。北京に本社を置く京東（JD.com）はそれら 2 つを僅差で追って

います。香港では地場の通販プラットフォーム、HKTVmall が主導する形となり、食料・飲料（40％が利用）と美容・健康商品（27％が利

用）では 1位に、衣料品・ファッション雑貨では淘宝（タオバオ）に次ぐ 2位になりました。香港における京東（JD.com）の存在感はかなり小

さく、3 カテゴリーともが 5％以下となりました。一方アリババの天猫（Tmall）も、香港における位置づけは、中国本土と比べてかなり低くなってい

ます。 

【図表 8】消費者：商品の購入に最も利用されている E コマースのプラットフォーム 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 
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【図表 9】消費者：商品の購入に最も利用されている E コマースのプラットフォーム 
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【図表 10】消費者：商品の購入に最も利用されている E コマースのプラットフォーム 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 
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消費者のニーズではユーザー体験、ロイヤルティプログラム、決済オプションが上位 

ブランド、商品、サービスが提供するものの中で消費者が重要と思うことに関する調査では、大湾区全域で比較的似た結果となり、調査した 3 つ

の商品カテゴリー（衣料品・ファッション雑貨、食料・飲料、美容・健康商品）でもほとんど差は出ませんでした。 

消費者にとって最も重要なことは、自分たちに合った方法でオンライン購入し決済できることでした。E コマースの選択肢があることと決済オプション

が多様であることも、衣料品・ファッション雑貨と食料・飲料のカテゴリーでは上位に、美容・健康商品でも比較的上位に入りました。3 つのカテゴリ

ーすべてで重要だと考えられ、特に美容・健康商品で際立っていたのが、ダイナミックなユーザー体験と魅力的な顧客ロイヤルティプログラムが提供

されることでした。 

食料・飲料では、ほかの 2 つのカテゴリーと比べ、配送の選択肢と手順が多様であることが高い順位を付けました。このことは食料・飲料では、タイ

ムリーな配送へのニーズが大きいことを反映しています。 

3 つのカテゴリーでは、モバイルコマースは最下位になり、20％の消費者のみが選択しました。このことから、プラットフォームの大半がすでにモバイル

コマースを選択肢の 1 つとして提供していることが伺えます。 

 

 

 

【図表 11】消費者：ブランドが提供すべきスマートリテールの要素 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 
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利用されていないプラットフォームが企業にとっての好機に 

大湾区の小売業者は、多様なプラットフォームを通じて商品とサービスを販売しています。中でも様々なサイトを運営するアリババは、最も人気の

ある総合チャネルとしての地位を維持しています。調査対象企業の 15％が同社の消費者向けサイト天猫（Tmall）を、10％が消費者間取引

の淘宝（タオバオ）を、8％が企業間取引のアリババ.com を通じて販売していると回答しました。 

テンセントのウィーチャット、アマゾン、京

東（JD.com）もそれぞれ調査対象

企業の 12～14％に利用されていま

した。デパート（12％が選択）とスー

パーマーケット（9％が選択）が運営

するプラットフォームも引き続き重要と

見なされています。 

香港に拠点を置く HKTVmallは調

査対象企業の 8％に利用されていま

した。この数字はイーベイや東南アジア

に拠点を置くラザダ（アリババが所

有）の約 2倍です。 

しかしながら、最も重要な E コマース

販売経路は依然として自社のウェブサ

イトまたはプラットフォームで、27％の

CEO が選択しました。さらに 19％の

CEO が、E コマースのプラットフォーム

は自社のビジネスと無関係であると指

摘しました。このことは、CEO が様々

なプラットフォームで自社の商品やサー

ビスを販売していないのであれば、大

湾区での好機を逃しているかもしれな

いことを示しています。 

 

 

 

目的を持って生きることで、香港のミレニアル世代の心をつかむ 

Diego Dultzin Lacoste、Delphine Lefay 

OnTheList共同創業者 

ミレニアル世代はかつてないほど多様な情報にアクセスすることができます。買い物習慣に関して言えば、彼らは持続可能性、倫理的な調達、サプ

ライチェーンの透明性に基づいてブランドを評価するようになっています。 

2016 年に Diego Dultzin Lacoste氏と Delphine Lefay氏は、シーズン終わりにデザイナー衣料を目玉にしたフラッシュセールを行う会員

制ショッピングクラブ OnTheList を開業しました。 

【図表 12】CEO：商品の販売に最も一般的に利用されている E コマースのプラット

フォーム 
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注：調査回答者は 3 つまで選択可能 
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それから約 3年で、登録会員数は 17万人を超えるまでに増えました。現在はデザイナーファッションレーベルを中心とした 250超のブランドとその

販売代理店と提携しています。在庫が過剰になった商品は、香港の商業地区セントラルにある店舗で毎週セールを開催し、販売します。 

ブランドが香港市場での過剰供給を解消する手助けをしながら、OnTheListはより持続可能な業界慣行を促進しつつ、ブランドが若い世代の

消費者の忠誠心を獲得する支援をしようとしています。 

同時に、OnTheListは高級ブランド品を高い割引率で販売することで、野心的な性格を持つミレニアル世代にアピールすることができると

Lacoste氏は話します。参加ブランドは、同社が余剰在庫の販売を手助けしているという事実を大っぴらにされることを望んでいませんが、同社が

新たな顧客発掘の支援をすることには強く期待していると言います。 

「ブランドは我々のことを、異なるチャネルであり、新たな世代の消費者に語りかけるネットワークであると考えています。ブランドは、向上心の高い消

費者が将来、定価での購入に切り替えることを期待しています。」 

オンラインとオフラインの要素を組み合わせた適切な話題作り 

OnTheList のセール会場に入場できるのは、ウェブサイトかアプリ、または実店舗に置かれたタブレット端末で登録した人に限られています。すべて

の見込み顧客を登録することで、同社は消費者が何を購入しようとしているか、今後の来店で何に興味を持つのかについて、深く考察することがで

きます。 

一方、ウェブサイトでのフラッシュセールでは、宝石やサングラス、化粧品など、サイズを試す必要がなかったり、購入前に触りたいと思ったりしないアク

セサリー類に重点が置かれています。 

OnTheListはオンライン登録を通じてデータを取得することで、自社のビジネスと顧客基盤の区分をすることが可能になります。これによって特定

の消費者層または上顧客に向けた特別なイベントを実施することができ、話題作りや独占的な雰囲気を醸し出すことができます。 

「このビジネスの基盤はデータ、すなわち可能な限り顧客を知ることです」と Lacoste氏は話します。 

ミレニアル世代を引きつけるために、向上心を持ち、本物の存在になり、責任を果たす  

Lacoste氏にとって、小売業の未来は顧客データを活用する以上のことを意味します。同氏は、テクノロジーが小売業者の効率性と透明性の向

上を可能にする主な要素だと考えています。 

例えばブロックチェーンテクノロジーは、ブランドと顧客の双方による製品の追跡と、布から店舗、その先までの衣料品のライフサイクルの追跡を可能

にするでしょう。「ブロックチェーンでの製品追跡を通じて、小売業者と消費者は容易に偽物を特定することができるようになります」と Lacoste氏は

説明しました。 

仮想現実などのテクノロジーは、買い物客がブランドの由来、歴史、価値を発見する手助けをするスタッフの役に立ちます。 

「スタッフを在庫確認や決済処理といった手作業から解放することで、彼らはブランドの物語を語ることに集中することができるのです」と Lacoste

氏は話します。 

 

顧客体験の強化：問題と機会 

大湾区の消費者は、テクノロジーが特に個々に適した対応と、購入前に商品についてより詳しく知ることを可能することで、オンラインショッピングの

体験を高めてくれると大きな期待を持っています。 

個々に適した体験と引き換えに、消費者は自身についての情報を喜んで提供すると話します。しかし、特に位置情報、そして家族や仕事、閲覧

履歴、収入などの情報については、それほど懸念はありません。 
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これに対応して、企業は競争力を高めてくれる革新的なテクノロジーを探し、顧客の活動と行動の変化にリアルタイムで対応できるようにデータを

取り扱っています。 

企業が幅広いチャネルとプラットフォームで適切な顧客にターゲットを絞るためにオムニチャネルを導入する中、適切な人材の不足とどのテクノロジー

を使用すべきか不明である点が、CEO が対処したいと考える問題となっています。 

消費者はより個々に適した体験を期待 

 

大湾区全域で、消費者は E コマースが様々な恩恵をもたらしてくれると期待しています。特に期待が高かったのは、より個々に適した閲覧体験

（47％が選択）、購

入前にブランドとより良

いコミュニケーションが取

れること（44％）、オ

ンラインの精算と決済が

迅速かつ容易になること

（42％）でした。 

香港の消費者は、

実店舗よりもオンライン

価格の方が安くなること

を期待しています。

我々の調査結果から、

企業はテクノロジーを使

って E コマース経由で

販売する商品とサービ

スのコストを下げることが

できるはずだと消費者が

感じていることが分かり

ました。 

オンライン決済のセキュ

リティに関する懸念は根

強く、大湾区の調査対

象者の 38％が懸念と

して選択しました。こうし

た懸念は、広州

（52％）など他の大

湾区の都市の大半と比

べて、香港ではやや低く

なっています

（34％）。 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 13】消費者：E コマース体験の充実によって期待される恩恵 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018 

 

香港 広州 

深セン 珠海 仏山 

江門 肇慶 恵州 

東莞 中山 

大湾区 

値下がり 

より個々に適した閲覧体験 

精算・オンライン決済プロセスの迅速化、簡易化 

 

オンラインの購入・決済プロセスの安全性が向上 

 

配送時間の短縮 

返品に関わる物流の利便性向上 

ブランドとのコミュニケーションが向上し、購入前

にサービス・商品の情報収集がしやすくなること 

購入後にブランドに対してフィードバックしやすく

なること 

より個々に適した顧客関係体験 

恩恵なし、大きな恩恵は期待していないがしや
すくなること 
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共有の準備 

よりカスタマイズされたサービスを受けるために、大湾区の消費者は特にブランドなどショッピングの好み、性別、年齢、住んでいる場所など様々な情

報をオンライン企業と共有するのに前向きです。注目すべきことに、よりカスタマイズされたサービスのために個人情報を共有するつもりはないと回答

した人の割合はわずか 5％でした。 

中国本土の都市に住む人々は、香港の人々と比べて、収入情報の共有にやや前向きでした。それ以外は、どのデータを共有する意欲があるかと

いう点で、大湾区の住民の間で大きな違いは見られませんでした。 

オンラインの閲覧履歴または仕事や家族に関する情報を喜んで共有すると回答した人は 3分の 1未満、位置追跡データについてはわずか

17％でした。 

香港の CEO にどのようなデータを消費者から集めているかを尋ねたところ、その回答は消費者の回答とほぼ同じでしたが、いくつか違いも見られま

した。CEOは位置追跡データの収集にはやや前向きでした（全体の 24％）。一方調査対象の 286人の CEO のうち 74人（26％）が、ど

のようなデータを集めているかを

尋ねる質問に「上記以外」を

選択し、収集の能力に潜在的

な差異があることが示唆されま

した。消費者のうち、選択肢と

して挙げられたどのデータも企

業と共有する気はないと回答

した人はわずか 5％でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CEOの優先課題調査でより集中的な成長と問題の増大が示される 

企業はより集中的な成長戦略を取るようになっています。2017年の調査で、今後 2年で事業を発展させるために何をするつもりかを尋ねたとこ

ろ、CEOは注力分野として 5 つの主要分野を挙げました。今年は優先課題として目立ったのは 2項目だけでした。その 2項目とは競争力強化

に向けた革新的なテクノロジーの開発、適用（46％が選択）と、よりリアルタイムな考察ができるようにデータに基づいた戦略立案を進めること

（42％が選択）です。 

詳細なモバイルファースト戦略を構築する重要性は低くなり、これを挙げた CEO の割合は、2017年の 37％から 5人に 1人に減少しました。ま

た他に大幅に減少した項目として、O2O のマーケティングと実現に向けた統合戦略の構築（46％から 28％）や顧客からのフィードバックのため

にソーシャルメディアのプラットフォームを活用（42％から 31％）があります。 

【図表 14】消費者：オンラインで最も共有の可能性が高い個人情報 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018 

性別 

位置追跡記録 

年齢 

配偶者の有無・子供の数 

収入レベル 

ブランドやショッピングの好みまたは支出傾向 

居住場所・地域 

雇用形態、職種 

上記以外 

（自分の機器での）オンラインの閲覧履歴 
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これら分野への関心の低下を一部補っているのは、顧客の取り込みを狙ったオンラインのキャンペーン（26％が選択）と新市場へのデジタルリーチ

の拡大（20％が選択）という新たな二次的な注力分野です。 

 

人材不足 

CEO が優先課題に注力する中で、彼らが直面する問題、特にオムニチャネル戦略の導入に関して顕著な変化が見られました。57％の CEO が

オムニチャネルの構築で直面する最大の障害として人材不足を挙げています。2017年の調査ではこの項目を選んだ CEOは 27％でした。さら

に最大のリターンをもたらすテクノロジーが不明と回答した CEOは 45％で、前年の 23％から上昇しました。 

 

 

 

ポップアップストア：公平な競争の場を作る 

 

Al Hong 

K Style Lab専務取締社長 

オムニチャネル小売りが軌道に乗る中、香港の企業はオンラインとオフラインの両方で事業を行うことは有益だと気付き始めています。 

固定賃貸契約で発生する高い間接料金を支払うことなく、オフラインで存在感を増すことを目指すオンライン小売企業が取ることのできる戦略の

1 つがポップアップストアです。 

【図表 15】CEO：自社にとって好ましい今後 2年の成長戦略 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018 

競争力強化に向けた革新的な 
テクノロジーの開発、適用 

よりリアルタイムな考察を可能にする 
データドリブン化 

消費者が商品に関する意見を検索し、フィードバックできるようソーシャ
ルメディアのプラットフォームを活用 

O2Oのマーケティングと実現に向けた統合戦略の構築（オンライ
ンとオフラインのチャネル） 

顧客の取り込みを狙った 

オンラインキャンペーンの立ち上げ 

供給業者と製造業者を消費者に直接つなげることで、 
マーケットプレイスのプラットフォームを構築 

E コマースと決済オプションを組み込んだ 
モバイルファースト戦略の構築 

デジタルフットプリントの新市場への拡大 

主要なオンラインイベントの活用（独身者の日等） 

その他 

2018 2017 
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「ポップアップストアは公平な競争の場を作ります」と Al Hong 氏は説明します。同氏は 2年前に妻とビジネスパートナーの EJ Kim氏と共に、ポ

ップアップ小売会社 K Style Lab を立ち上げました。 

香港の小売セクターの低迷を市場テストに利用すべく、夫妻は香港最大のショッピング地区の 1 つコーズウェイベイのショッピングモール、タイムズス

クエアに複数ブランドを販売するポップアップストアを 3 ヶ月の賃貸契約で開設しました。さらに売上の急増に伴い、契約を 2 ヶ月延長しました。そ

の後、香港の商業地区セントラルにある別の短期貸しの場所に移りました。 

新規参入者と大手小売業者にとっての利点  

Hong 氏は、香港でポップアップストアを運営した初期の経験は、ポップアップストアが小売産業にもたらす広範な機会を発見する役に立ったと話し

ます。 

モールの多くが E コマース経由の小売販売の増加を受けて苦戦する中、ポップアップストアは短期の空きスペースを埋めるとともに、新しいブランドと

商品をもたらし、新たな来客を呼び込むのに役立っています。 

一方、定評のある小売業者も新たなマーケティング戦略を試すために、ポップアップストアを利用することができると同氏は指摘します。最近の例で

は、フランスの香水会社が香港有数のモールにあるポップアップスペースを地中海風カフェに変え、買い物客がフランスの田舎の雰囲気を楽しみな

がら商品を試すことができるようにしました。 

しかしながら、最大の恩恵を受けるのは、リーチを伸ばしたいと考える小規模な企業でしょう。特にポップアップストアは、口コミやバイラルマーケティン

グのキャンペーンに依存する消費者直販型（DTC）ブランドに大きな変革をもたらす可能性があります。 

こうした企業は、商品の販促にオンラインで利用可能になりつつあるテクノロジーをフルに活用することができると Hong 氏は指摘し、「優れた決済

システム、仮想現実・拡張現実、服を着た時にどのような見栄えになるかを確認できる体のスキャナーなど」テクノロジーの例を挙げました。 

Hong 氏は、ポップアップストアを通して、消費者は「オンラインでは得られない味、触感、匂い、香りを感覚的、物理的に経験することができます」

と説明しました。これを実現するには本来、長期の賃貸契約や店舗を整備するコストが必要でした。「オンラインは買い物を容易かつ便利にしてい

ます。しかしそれは実店舗での心のこもった対面販売に代わることはできません。」 

店舗を販売だけでなく商品紹介の場所にする  

企業はオンラインとオフラインでの販売取り組みのバランスを保つ中、E コマースが売り上げ全体に占める割合が高まっていることを受けて、実店舗

の役割が今後どのように変わるかにも注目しています。 

Hong 氏は、実店舗はオンラインではまだ不可能な革新的な方法で商品を見せるという目的を果たすと指摘します。「テクノロジーの価格は手頃

になりました。そのため、多くの企業が手に入れたもの、それが利用可能で経済的であることを 2～3年前はできなかった方法で見せびらかしたいと

考えています。」 

さらに Hong 氏は、将来的には実店舗が企業に対してオンラインだけでは収集することが難しいデータを提供できるようになると話します。「我々

は、顧客を年齢、性別、来店者、購買者などに分類できる顔認識についてテクノロジー企業と話をしています」と同氏は説明しました。 

「今後は販売に向けた多くの方法が生まれるでしょう。企業は取り残されないように対応し、顧客が選択しながら買い物できるようにする必要があり

ます。」 
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オンラインとオフラインでブランドロイヤルティを構築する  

Derek Ng 

Pricerite stores最高経営責任者 

家庭用品の小売業者は、間もなく顧客層の中核になるミレニアル世代を引きつける新たな方法を探しています。これは、こうした消費者に商品に

ついての正確かつ透明性の高い情報を提供するため、堅固なオンラインプラットフォームを作ることを意味します。 

香港に拠点を置く 1986年創業の Priceriteは、同都市初の「オムニチャネル」家庭用品チェーンだと自負しています。これは、デスクトップあるい

はモバイル機器を介したオンライン店舗または実店舗を通して、顧客が家具などの商品を目で見て、手に取り、購入できるビジネスのことを言いま

す。 

小売業者はこうした新たな消費者層の要求を満たそうとする中、ビジネスを勝ち取るためにオンラインとオフラインの戦略を調整する必要があると

Pricerite の親会社 CRMG Holdings の CEO を務める Derek Ng 氏は指摘します。 

顧客体験の向上とブランドロイヤルティの創出にオムニチャネルを利用 

Priceriteはオムニチャネルビジネスの改善に向けた取り組みを進める中で、よりシームレスな顧客体験を提供するために、いかにしてテクノロジーと

人材を統合させるかに注目しています。 

技術面では、Pricerite にとっても最も優先度が高いのは、顧客のプロフィール、取引履歴、同社との前回のやり取りをリンクさせることのできる一

元化された顧客観を作り上げることです。Ng氏は、同社がより個々に適したサービスを顧客に提供するために、主要な CRM ソリューションの

SAP ハイブリスを導入したと説明します。 

また、同社は革新的なフォーマットで商品情報を提供する方法にも注目しています。昨年は、家具を部屋に置いた場合の見え方や部屋との調和

を確認できる拡張現実・仮想現実のアプリを発表しました。 

「たとえアパートの部屋がどんなに狭くても、我々のスマート家具アプリを使えば、スペースを節約することができます」と Ng氏は話します。 

今日のオンライン環境で発生するもう 1 つの問題は、買い物客が携帯電話を使って店舗で比較を行うことです。こうした買い物客は通常、商品

の写真を撮り、家に帰ってからネットで掘り出し物があるか調べます。 

ブランドへの忠誠心を高めるために、Priceriteは同社についての情報や価値を、自社のオンラインチャネルを通じてターゲットの消費者と共有して

います。こうすることによって、潜在的な顧客が同社の商品と自分自身の願望とをより快適に関連付けることが可能になります。こうしたつながりは、

ソーシャルメディアを通じて共有され、バイラル効果を生み、ブランド構築に役立つと Ng氏は話します。 

「ミレニアル世代の行動は異なります。彼らはソーシャルネットワークやウェブサイトまたはアプリを閲覧して、友人や主要なオピニオンリーダーからのお

勧めを探すことを好んでいます」と Ng氏は説明しました。 

店舗スタッフを活用してオンライン販売を増加  

Pricerite のロイヤルティプログラムには 60 万人超の会員が参加し、その大半は同社と住所などの連絡先を共有しています。そのプログラムを通じ

て、Priceriteは顧客の好みに基づくターゲット型マーケティングを展開しています。マーケティングの取り組みの効果を最大化するために、店舗の販

売スタッフもオンライン販売の増加に活用していると Ng氏は語ります。 
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そのために、同社はスタッフに冷やかしの来店者に提供する販促コードを与えています。その来店者が後でそのコードを使ってオンラインで買い物す

ると、その販売スタッフに手数料が入るようになっています。 

こうした取り組みが実を結びつつあると Ng 氏は話します。Pricerite のオンライン売上は、実店舗の売上と比べるとまだ少ないですが、急速に増

加しており、昨年より 40％増加しています。Ng氏は今後数年で、オンライン収益が 2～3倍になると予想しています。 

香港の高い不動産コストを考慮し、Pricerite のオンラインビジネスが最終的に、実店舗数を減らすことができるほど強くなるよう期待すると Ng氏

は言います。「私は実店舗が、お客様が当社の家具を試すとともに、自宅のスペースをより効率よく使用する方法についてのアイデアを専門家から

得ることのできる中心地になると想像しています。一方で、オンライン販売は、全体の売上の大部分を占めるようになるでしょう。」 

 

 

以上 

（みずほチャイナマンスリー 2018年 6月号に掲載） 
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